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は じ め に

　日本の学校の教育課程の編成を統制するものは、直
接には、学習指導要領を中心に据えた国家の教育課程
行政によるものと地域の教育課程行政によるものと二
つあり、それぞれ独自性を持ちながらも共々に個々の
学校の教育課程編成を強く統制してきている。また、
教育課程の内容的な統制の言葉は、敗戦以後は、「地域」
と「子ども」（児童）の二つが中核におかれ続けている。
　しかし、その統制の有様は 60 数年の間ずっと変わ
らなかったわけではなくて、後に見るように変化を遂
げてきた。だが、個々の時期の学習指導要領の変化に
関する先行研究は多数存在するが、学校の教育課程の
統制をその内容的基準の変化において通時的にカバー
した研究は少ない。個別の学習指導要領の内容や性格

に関する研究であったり、個別の教科の目的や内容の
変化を分析するものが圧倒的に多い。統制とその内容
的基準を大局的に追跡した論考は管見する限り未だな
い。1970 年代初めに刊行された『教育課程論総論』
東京大学出版会に所収された一部の論文に論及がある
程度に留まる（1）。
　そこで、本稿は、まず、国家の基準としての学習指
導要領による教育課程統制の内容的な原理の変化をそ
の基準の記述に即して確認する。1947 年に最初の学
習指導要領が示されて以後、部分改訂の場合を除いて、
小学校のそれが告示された年で示すと 1951 年、1958
年、1968 年、1977 年、1989 年、1998 年、2008 年と 7
回改訂されてきた。これら学習指導要領は、個々の学
校の教育課程を強く統制したが、特に教育課程編成を
どのように進めようとしたかを総論の教育課程編成に
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関する叙述に注目して確認する。
　次に、教育課程編成に関する統制の変化は、学習指
導要領ばかりではなくて、都道府県・政令指定都市な
どの地方教育委員会レベルの統制にも現れた。地方教
育委員会は文部省（現在の文部科学省。以後、戦後全
体に関わるときは文部省と記す。）の方針にただ追随
していると考えられているが、事実かどうかその実情
を資料的に検討してみたい。その変化を本稿では、名
古屋市を例にとって示す。地方教育委員会レベルにお
ける統制は、国家による学習指導要領の統制を受けつ
つも各学校との関わりを持つ組織であるために、一方
では方針の単純化を生むこともあるし、方針を微妙に
ずらしていることもあると想定される。ここでは、教
育課程編成方針においてはそれがどのように現れたの
かを確認してみたい。当然、一教育委員会の事例に過
ぎないため、そこから分かることを全国に敷衍するこ
とは妥当ではない。この点では、制約の多い議論と結
論となる。だが、近年の動向に関わって、他地域の動
向も一部紹介することによって、その結論についてあ
る程度の一般性を担保させてみたい。
　個々の学校は、国家と地方教育行政との二重の支配
を受けて教育課程を編成している。この二重の支配の
下で多くの学校は、自主的な教育課程編成という国家
の公に示された方針にもかかわらず、それを実質的に
遂行した経験がほとんどない。学校による編成が語ら
れながら実行されない現実を越えていく観点を最後に
示すことも本稿の課題としてあげておきたい。

1 　学習指導要領における教育課程編成に関
する記述の変化

　学校の教育課程は、本当は、社会的要請が背景にあっ
て変化する。そうした土台となる社会的な規定要因が
まずあって、そこに学問や文化に関する研究並びに教
育実践的裏付けが生まれて変化する。したがって、国
家あるいは地方教育行政が好き勝手に編成しようとし
ても、あるいは学校が自由に編成しようとしても、フ
リーハンドに編成できるわけではない。多くの人々に
支持されない内容は教育課程として定着しない。しか
し、国家による統制は、学習指導要領と教科書と教育
予算を三本柱として強力に作動してきた。
　ここでは、より直接的に学校の教育課程を統制して
きた学習指導要領に着目して、その記述から学校教育
の教育課程編成に関する統制の変容を確認しておきた
い。もちろん、学習指導要領に記述されたから直ちに
その内容が全国各地で現実のものとなったのではなく
て、文部省と各地の教育委員会等の統制があってのこ
とであるが、それはここでは視野の外に置く。
　さて、学習指導要領が最初に作成されたのは、1947
年のことである。その中では、教育課程の編成につい
ては次のように記されていた。長いがデータ的意味が

あるので引用する（2）。

　「いまわが国の教育はこれまでとちがった方向にむ
かって進んでいる。この方向がどんな方向をとり、ど
んなふうのあらわれを見せているかということは、も
はやだれの胸にもそれと感ぜられていることと思う。
このようなあらわれのうちでいちばんたいせつだと思
われることは、これまでとかく上の方からきめて与え
られたことを、どこまでもそのとおりに実行すると
いった画一的な傾きのあったのが、こんどはむしろ下
の方からみんなの力で、いろいろと、作りあげて行く
ようになって来たということである。
　これまでの教育では、その内容を中央できめると、
それをどんなところでも、どんな児童にも一様にあて
はめて行こうとした。だからどうしてもいわゆる画一
的になって、教育の実際の場での創意や工夫がなされ
る余地がなかった。このようなことは、教育の実際に
いろいろな不合理をもたらし、教育の生気をそぐよう
なことになった。」

　「骨組みに従いながらも、その地域の社会の特性や、
学校の施設の実情やさらに児童の特性に応じて、それ
ぞれの現場でそれらの事情にぴったりした内容を考
え、その方法を工夫」

　「わが国の一般社会、ならびにその学校のある地域
の社会の特性を知り、その要求に耳を傾けなくてはな
らない。」

　「次に問題になるのは現実の児童の生活である。」

　「教科課程は、このように、社会の要求によって考
えられるべきものであり、また児童青年の生活から考
えられるべきものであるから、社会の変化につれて、
また文化の発展につれて変わるべきものであるし、厳
密にいえば、その地域の社会生活の特性により、児童
青年の地域における生活の特性によって、地域的に異
なるべきものである。」（アンダーラインは以下すべて
引用者）

　教育の内容は、「上」「中央」が決めるのではなくて、
学校が「地域の社会の特性や、学校の施設の実情や児
童の特性に応じて」内容と方法を考えていくのだとし
た。つまり、一つは、編成の仕方において、それまで
の教育課程編成の進め方と反対の方向が示された。二
つは、その内容編成の観点において、「地域社会の特性」
と「児童の特性」という二つが示された。アンダーラ
インで示したように、「地域の社会生活」と「児童の
生活」の二つは、その後も表現を多少変えつつも、以
後ずっと観点として生き残っていく。
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　ただし、「厳密に言えば」と記してはいるが、その
観点の中身そのものは必ずしも明確でない。また、全
国で「地域」や「児童の生活」の違いをどれほどの範
囲で想定していたかは分からない。「骨組みに従いな
がら」と記されているが、骨組みが規定する範囲はそ
れほど明示的とは言えない。この曖昧さが以後の統制
をいかようにも拡大する余地を残したと言えないこと
もない。
　しかしながら、地域の社会の特性と児童の特性とい
う二つの観点が示されたことは画期的なことであっ
た。というのは、二つの観点が何を指すかが狭く規定
されていないが故に、そこに研究の余地が生まれ、下
からの編成を重視する方針と相まって、学校の教育課
程編成の自由度を保障していたとも言える。当時の教
育課程編成の全国的な運動の隆盛はそのことを示して
いる。この方針は、1951 年の学習指導要領にも基本
的に引き継がれる。
　1951 年の『学習指導要領一般編（試案）』では、次
のように記述される（3）。

「（2）　文部省で編修された学習指導要領に示された学
習内容は、全国の学校が、その地域の差に応じて選択
することを予想して書かれてあるから、都市・農村・
山村・漁村の学校、あるいは、工業地帯・商業地帯・
住宅街などにある学校は、それぞれの地域の事情に応
ずるように学習内容の選択がなされることが望まし
い。」

　51 年版の『学習指導要領』は、基本方針において
47 年版と変わらない。統制の方針も基本的に変わら
ない。地域差を捉える観点として、都市と農村、産業
の違いを挙げて例示したことが変化と言えば変化で
あってそれだけである。大きく変わったのは、1958
年の『小学校学習指導要領』である（4）。

「各学校においては、教育基本法、学校教育法および
同法施行規則、小学校学習指導要領、教育委員会規則
等に示すところに従い、地域や学校の実態を考慮し、
児童の発達段階や経験に即応して、適切な教育課程を
編成するものとする。」

　たった、これだけの記述となった。各学校が編成す
るという戦後の基本原則は変わらないが、激変した。
学習指導要領に「試案」の文字が消えただけではない。
教育基本法以下、教育委員会規則等まで、従うべき法
律・規則等が列挙された。法に従うことというだけな
らば何の不思議もないが、そうではなくて、「骨組み
に従い」が消えて学習指導要領そのもの全体に従うと
なった点は大きな違いだ。さらに、教育委員会規則「等」
と示されたことによって、統制の範囲がいかようにも

拡大できる文言となったのである。
　しかし、何でも統制できたかというと、実際にはそ
ういうことにはならなかった。現実に、それはできな
かっただけでなく、後述するように「旭川学力テスト
事件」最高裁判決によって統制にも制限がかけられる
ことになったからである。
　ともかく、1958 年学習指導要領の改訂以後、統制
に関する記述は、その基本において 1968・1977・
1989 年版の学習指導要領に変わることなく引き継が
れる。
　変化を見せることになったのは、1998 年版『小学
校学習指導要領』である（5）。

「各学校においては、法令及びこの章以下に示すとこ
ろに従い、児童の人間として調和のとれた育成を目指
し、地域や学校の実態及び児童の心身の発達段階や特
性を十分考慮して、適切な教育課程を編成するものと
する。
　学校の教育活動を進めるに当たっては、各学校にお
いて、児童に生きる力をはぐくむことを目指し、創意
工夫を生かし特色ある教育活動を展開する中で、自ら
学び自ら考える力の育成を図るとともに、基礎的・基
本的な内容の確実な定着を図り、個性を生かす教育の
充実に努めなければならない。」

　この記述はアンビバレントな記述である。総則の書
き出し部分はそれまでと変わらない。しかし、続く文
章はそれまでと違って、「特色ある教育活動」を強調
するようになった。それは、必然的に教育課程におい
て特色を出すということでもあるから、全国一律の教
育課程ではなくて、学校毎に異なる教育課程を一方で
は要請することになった。実際この時期、全国各地で、

「特色を出す」ことに大きな力が注がれた。
　他方、教育課程の編成における「地域」と「学校」
あるいは「児童」という言葉は、考慮事項の位置にま
でその地位を低下させることになった。学校毎に変え
るように言いながら、実際は編成基準の位置が低下し
ていった。
　学習指導要領は、最初、地域と子どもの生活に対応
させて学校が教育課程を編成することを求めていた。
それが、改訂を重ねる中で、学習指導要領は、統制の
基準としての役割を肥大させていった。また、編成の
内容的基準であった「地域」と「児童」は、考慮材料
へと収縮することになった。さらに、「特色ある教育
活動」論の登場は、子どもよりも「地域や学校」を中
心に教育課程を考える方向へ変化したと言っていいだ
ろう。
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2 　地方教育委員会の教育課程への向き合い方

　敗戦後『学習指導要領一般編』の方針に対応して、
川口プランあるいは本郷プランといった地域カリキュ
ラムが地域研究と結びながら創りだされた。その後、
全国でこうしたカリキュラムづくりが展開していくこ
とになる。その名残で、今も地域名を冠したカリキュ
ラムが残っているところも少なくない。しかし、今で
はその固有さは失われている場合がほとんどとなって
いる。ただ単に、地域で採択した教科書に対応させた
教育課程に過ぎないこともある。こうした地域の教育
課程の変化は、文部省による統制の変化と相似してい
ると言える。いや、むしろ、地域の教育課程とその統
制が、学習指導要領の改訂の趣旨を、より一層デフォ
ルメして徹底する役割を果たしていることも少なくな
い。しかし、単に相似というのではなく、地域には地
域なりの相対的な独自性が作用するとも考えられる。
ここでは、名古屋市の『教育要覧』の教育課程に関わ
る記述からその変化の様相を一端ではあるが示してみ
たい。
　名古屋市の『教育要覧』は、戦前・戦中には『名古
屋市学事要覧』あるいは『名古屋市教育概要』と呼ば
れて、1943 年まで発刊されていた。これを継承する
形で敗戦後の 1949 年に戦後最初の本が刊行される。
内容は、名古屋市の教育データと教育行政の活動の記
録となっている。
　最初の刊では教育課程に関する事項について次のよ
うに記されていた（6）。

　「教育の目的は憲法、教育基本法、学校教育法に明
示されているところであるが、実際に当たつてはこの
新しい目的のもとにそれぞれの地域社会の実情に応
じ、その特殊性によつて適切な教育が行われなければ
ならない。」

　「教育課程、指導の方法を児童生徒の心理的発達及
び社会環境に即応させること」

　こう記して、戦後の民主主義を謳っていた。戦前・
戦中の画一化に対して「実情に応じ」ることが強調さ
れていた。この場合の実情は、戦争の影響があって「実
情」に応じるしかなかったという意味も他方にはあっ
た。また、この後、ずっと持ち出される「児童」と「社
会」がこの時期から存在していたことにも注目してお
きたい。
　これは、1951 年版学習指導要領に対応した『教育
要覧昭和 29 年版』でも変わらない（7）。

「教育基本法に規定されている教育の方針と本市の教
育目標とに照応した望ましい指導方針として、次のよ

うに考えている。1．学校経営、学級経営及び児童生
徒の活動等あらゆる活動計画が民主主義の理想実現に
貢献するよう考慮すること。（中略）1．教育課程、指
導の方法を児童生徒の心身の発達及び社会的環境に即
応させること。」

　教育基本法と市の教育目標が持ち出され、この文章
が 1956 年まで続く。教育基本法をただ持ち出すだけ
でなく、活動計画における民主主義が語られているこ
とも特徴だ。他方で、この文章に学習指導要領が引き
合いに出されていないことも特徴と言えよう。これは、
当時まだ学習指導要領が試案と明示されていたこと、
学校による教育課程編成がなお重視されていた状況を
反映していたことが原因と考えられる。これらの点で
は最初の学習指導要領の時期と変化がない。
　この時期の変化といえば、「本市の教育目標」が策
定されていくが、これを受けた教育課程を編成するよ
うに教育行政が求め始めたことである。この要請が学
校に具体的にどう作用したかは今のところ不明であ
る。
　なお、この時も編成の観点としては「児童」と「社
会環境」の二つに即応させることが示されているが、
この言葉は、学習指導要領の「児童」と「地域」に対
応していると見て間違いないだろう。この二つの言葉
は以後ずっと『教育要覧』の学校教育の章には記され
続ける。この時点では、学習指導要領と軌を一にして
いたと言っていいだろう。

　これが、系統学習への転換と言われる 1958 年版の
学習指導要領の実施と共に変化していく。冒頭に引用
した「教育の目的は憲法、教育基本法」云々という文
言が消えて、名古屋の教育研究活動のテーマが列挙さ
れるようになる。そして、1960 年に刊行された『教
育要覧昭和 35 年版』になると、名古屋市の「教育課
程移行案」を作成したことが記され、その後に刊行さ
れた『教育要覧』には名古屋市の教育課程に準拠して
教育課程を編成しているという趣旨の文言が続くこと
になる（8）。そして、『教育要覧昭和 50 年版』1975 年
からは、以下の文言がずっと続くことになる（9）。

「学習指導要領および本市編成の教育課程を基準とし、
学校の実情に基づいて指導計画を立てるとともに、年
間 35 週の学習時間を確保した。」

　つまりこうだ。敗戦後 10 年あまりは、文部省同様
に自主編成や民主主義的な決定が重視されていたが、
1958 年版学習指導要領の時から市単位の教育課程を
作成するようになり、これを基準に学校の教育課程を
編成させるようになったのである。この市によって編
成された教育課程は各学年・教科・学期毎にわたる詳
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細なものであるが故に、学校にとっては大きな意味を
持つことになる。
　ところで、この名古屋市による教育課程の編成は、
市教委によって選抜された教師たちによって作成され
た。その後もその方式で作成され続けている。地域単
位の教育課程は、これ以前にも他の地域ではこの節の
冒頭に記したように存在していた。だから、市単位の
教育課程として特異というわけではない。問題は、そ
れを参考事例に留めるのか、それとも基準とするのか、
その違いにある。名古屋市は、始まりにおいては参考
の色彩を強くもっていたものの、やがて基準の位置に
変えていったと考えられる。明確に基準と位置づけた
のが 1975 年であった。
　そうなると、編成の内容的な基準として位置づけら
れていた児童と地域がその位置を変えていくことにな
る。児童と地域は言葉としては変わることなく取り上
げられているが、以後は、学習指導要領と名古屋市の
教育課程の全体がより詳細に作成されるため、個々の
学校の児童と地域の実情よりは、二つとの合致・不合
致が鮮明となり、問われることになった。そのために、
この時以後、学校毎の教育課程は変わりにくくなった
のである。結果として、統制が強化されたと解釈され
る。したがって、児童と地域という二つの言葉の意味
内容は無意味化したということもできる。
　こうして学習指導要領と名古屋市教育課程の二つ
が、教育課程編成の基準として各学校の教育課程を統
制することになっていく。すでにそういう動向は始
まっていたが、統制色を鮮明にしたのがこの 1975 年
度の『教育要覧』なのである。

　その後、学習指導要領にも登場した「特色ある学校
づくり」が顔を出すことになる。『教育要覧平成 12 年
版』（2000 年）では、昭和 50 年版以来の文言を残し
つつ、指導方針に以下の文言が加筆された（10）。

「教育課程の編成に当たっては、特色ある学校づくり、
地域に開かれた学校づくりなどを推進するために、地
域や学校の実態に応じ、創意工夫を生かした教育活動
が展開できるようにする。」

　そうして現在では、『教育要覧平成 20 年版』（2008 年）
には「学習指導要領の趣旨を踏まえ、本市教育課程（基
準）を参考に」が前提だと従来の方針を確認した上で、
下記の表現となっている（11）。

「教育課程の編成に当たっては、児童生徒一人一人の
学習状況や興味・関心を的確に把握し、基礎的・基本
的な学習内容の定着、自ら学び、自ら考える力の育成
が図れるよう全体として調和のとれた編成を行うとと
もに、各教科、道徳、特別活動等の関連、小・中学校

の教育内容の連携に配慮した編成に努める。また、地
域や学校の実態に応じ、創意工夫を生かした教育活動
が展開できるように留意する。」

　「全体として調和」をとった上で「実態に応じ、創
意工夫」するようにと玉虫色の表現が頁を埋めている。
　以上のように名古屋市の例で見ると、当初は、地域
や学校の生活から教育課程を作成することが基本と
なっていた。それが、1960 年に地域の教育課程を市
教委が作成するようになり、1970 年代半ばに入ると
学習指導要領という国家基準と地域単位の教育課程の
二つが共々に基準化されて統制の役割を強めることと
なった。さらに、「特色ある学校づくり」がスローガ
ンになると地域カリキュラムもこれに反応し、基準を
満たした上で変更させるという言葉上は矛盾を飲み込
んだ表現となった。さらに、最近では、基準の側に重
点を置いて、学習指導要領の言葉に対応させて「基礎・
基本の習得と活用」に力点を移動させてきている。こ
の限りで、市の教育課程編成は、追従が基本であった。
　ところで、1970 年代の統制の強化は、社会政治的
な背景があったであろうが、直接には「旭川学力テス
ト裁判」の判決に影響を受けたと考えられる。この判
決が、結果として地域あるいは学校の教育課程を画一
化する方向に導いたと考えられる。判決は統制の強化
としてだけ把握される傾向があるが、内容のより正確
な把握が必要である。この検討は、教育行政学的な検
討ばかりでなく、教育課程論的な検討が必要だと思わ
れる。
　また、近年の「特色ある学校づくり」論は、学校間
競争や評価に拘束されているために、目的ではなく手
段の位置におかれる傾向がある。カリキュラム編成に
おいて「児童生徒一人一人の学習状況や興味・関心を
的確に把握し」とは言うものの、子どもに視点がある
のではなくて、学校の側に視点がおかれている。ここ
でも基本は、統制と自由の問題に帰着するが、学校の
教育課程をつくるという観点に立ったときには理論的
解明がますます必要となっている。これら二つに関わ
る検討も欠かせない課題となっている。
　以下では、大綱に関わっては基本的理解を提出する
ことに留め、本格的議論としては他日を期したい。ま
た、地域教育課程を基準化する際に発生する単純化・
画一化の問題は事例として提出することに留め、今後
の統制と自由の関係を考察する際の出発点としたい。

3 　大綱の理解の仕方

　ここで、統制をめぐる議論として欠かせないのが、
学習指導要領は「大綱」か「基準」かという議論であ
る。学習指導要領自体は、今日では法的には、学校教
育法施行規則において、「第 52 条　小学校の教育課程
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については、この節に定めるもののほか、教育課程の
基準として文部科学大臣が別に公示する小学校学習指
導要領によるものとする。」とあって「基準」とされ
ている（12）。
　他方、「大綱」という言葉も使われていて、最高裁
判決にも用いられている。本稿の枠内ではさしあたり
は、「基準」でも「大綱」でもどちらでもいいが、問
題は、その中身と統制の方法である。この問題につい
て、「基準」もしくは「大綱」とは何かが深められて
きたとは言えないという現状認識から、若干の検討を
加えておきたい。大綱に関わる議論で持ち出されるの
は、「 旭 川 学 力 テ ス ト 事 件 」 最 高 裁 判 決（ 判 例 

S51.05.21　大法廷・判決　昭和 43（あ）1614　建造
物侵入、暴力行為等処罰に関する法律違反）であり、
そこにおけるとらえ方を検討してみよう。
　判決は、国家にも教師にも一方的な教育内容の選択・
決定権を認めず、合理的な権能の範囲内であることを
求めた（13）。

　「国の教育行政機関が法律の授権に基づいて義務教
育に属する普通教育の内容及び方法について遵守すべ
き基準を設定する場合には、教師の創意工夫の尊重等
教基法一〇条に関してさきに述べたところのほか、後
述する教育に関する地方自治の原則をも考慮し、右教
育における機会均等の確保と全国的な一定の水準の維
持という目的のために必要かつ合理的と認められる大
綱的なそれにとどめられるべきものと解しなければな
らない」

　「原判決のいう大綱的基準とは、弁護人の主張する
ように、教育課程の構成要素、教科名、授時数等のほ
か、教科内容、教育方法については、性質上全国的画
一性を要する度合が強く、指導助言行政その他国家立
法以外の手段ではまかないきれない、ごく大綱的な事
項を指しているもののように考えられる。」
　「本件当時の中学校学習指導要領の内容を通覧する
のに、おおむね、中学校において地域差、学校差を超
えて全国的に共通なものとして教授されることが必要
な最小限度の基準と考えても必ずしも不合理とはいえ
ない事項が、その根幹をなしていると認められるので
あり、その中には、ある程度細目にわたり、かつ、詳
細に過ぎ、また、必ずしも法的拘束力をもつて地方公
共団体を制約し、又は教師を強制するのに適切でなく、
また、はたしてそのように制約し、ないしは強制する
趣旨であるかどうか疑わしいものが幾分含まれている
としても、右指導要領の下における教師による創造的
かつ弾力的な教育の余地や、地方ごとの特殊性を反映
した個別化の余地が十分に残されており、全体として
はなお全国的な大綱的基準としての性格をもつものと
認められる」

　引用箇所から分かることは、第一に、判決における
「大綱的基準」の中身として、教育課程の枠組みに当
たる「教育課程の構成要素、教科名、授時数」を大綱
に数えたことである。
　第二に、枠組みの内部である教科内容、教育方法に
ついては、「全国的画一性を要する度合が強」いもの
と指摘したにとどまる。全国的に共通なものとは、「地
域差、学校差を超え」たもので、「細目」にわたった
り詳細に過ぎることなく、教師の創造的で弾力的な活
動の余地があるものとした。
　この最高裁判決は、今日でも「大綱」を考える指標
として尊重されてしかるべき中身をもっている。とい
うのは、その中身が詳細かどうかを問わずに学習指導
要領を「最低基準」と断言する官僚がいて、それを追
認している現状があるからである。学習指導要領全体
を「最低基準」としてしまえば、そこに書き込みさえ
すれば、統制の対象となってしまい、学校の教育課程
編成の余地は大きく制約されてしまう。他方、判決の
ように捉えれば、そこに書き込んだとしてもそれが大
綱に該当するかどうかを検討するまなざしと余地が生
まれる。学習指導要領に書き込むことが可能な内容で
あるか、細部にわたる事項ではないかと検討するまな
ざしがそこに生まれるからである。こうして、現在の
学習指導要領に記された中身を「基準」もしくは「大
綱」として見なすことができるかどうか問い返すこと
が可能となる。もちろん、まなざしが生まれるだけで、
どれが大綱か細部かを決めるためには別に論議が必要
となる。だが、今は、その仕組みが存在していないこ
とこそ問題であることを明らかにするためにも必要な
議論と言えよう。
　ここでは、次の問いを投げかけて議論を先に進めよ
う。
　学校の教育課程に対して、大綱とは「特殊」に対す
る「一般」という意味で理解すべきなのか、それとも

「大綱」の枠内だけでなく、枠外の存在を積極的に認
めて「大綱」と言っているのか、どちらなのかという
ことである。特殊と一般の関係であれば、大枠は制約
されるけれども、特殊・個別に具体化する方向での教
育課程編成となる。他方、もう一つの考え方に立てば、
大綱をうちに含みさえすればよく、その枠外の存在を
認める教育課程編成となる。どちらで考えるかによっ
て、授業時間の制約はあったとしても、地域カリキュ
ラムや学校の教育課程の自由度は異なってくる。
　ともかく、「旭川学力テスト事件」最高裁判決は、
両義的であると同時に、問題提起の判決だったという
ことができる。そして、結果的には統制に傾斜して理
解されていった。
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4 　事例としての広島市カリキュラム

　名古屋市の例で見たように、学校の教育課程は、学
習指導要領と地域教育課程の両方の統制を受けるよう
になっている。これは、名古屋に限らない。多くの地
域で二重の統制を受けている。二つの統制の受け方は、
学校現場に近いこともあって、地域教育課程がより強
く作用する。地域教育課程の方が多くの場合具体的に
提出されるために、統制力は強く作動する。統制が強
すぎて、個々の学校に教育課程が存在すること自体を
知らない教師が多く存在する。
　地域単位の教育課程は、個々に中身を見ると学習指
導要領よりも極端に狭く解釈して統制を強化している
こともあるし、趣旨がずれているように見えることも
ある。つまり、学習指導要領の記述から見れば、他の
教材でも良いものを特定の教材でなければならないか
のように規定することがあるということである。
　このズレの発生は学習指導要領を作成した国家の側
から見れば、統制が効いているようで効いていない事
態に映ることになる。反対に、学校現場にとっては、
立場によって、規定していない事柄まで規定してくる
点で面妖に映ることも生まれる。こうしたデフォルメ
は、特定の地域だけで発生するわけではない。そこで、
最近の事例として、広島市のカリキュラムを紹介して
おきたい（14）。
　「ひろしま型カリキュラム」と称しているが、その
特徴は、広島市「基礎・基本の力の定着に係る学校教
育のあり方検討委員会 最終報告」（2006 年）を見れば
すぐ分かるように、新しい学習指導要領で強調された
ポイントを具体化したものである。したがって、内容
的には今次の階梯の特質とされる部分が前面に打ち出
され、言語運用能力と数理運用能力の向上を第一に掲
げている。その実施についても統制がきつい。 学習
内容・ 教材等を各学校に委ねるのではなく、教育委員
会を中心に検討し、作成した学習指導計画（ひろしま
型学習指導計画）をそのまま具体化するように強力に
押し進めている。コミュニケーションのスキルなど固
定的に捉えて推し進めているために、何を取り上げれ
ばいいかは明確だが、画一的な取り組みが教師たちか
ら批判されてもいる。少し考えれば分かるように、広
島の取り組みも言語力の養成をめざす一つの方向かも
しれないが、唯一の方向とは言えない。そうした検討
の余地なく実施を求めている。固定的に捉えて推進し
ている。
　これは広島に限らず全国に広く存在している。近年
の支配的な動向は、内容と方法を定型化して、実施を
各学校に迫るものである。近年の学力向上を課題とし
た地域の取り組みは、とりわけ画一化してきている。
どのような学力実態かにかかわりなく、ほとんど同じ
取り組みが導入されるようになっているからである。

　学校の教育課程をそれぞれの学校が編成することが
期待されながら、それを保障し得ない構造が広く存在
している。地域ごとに教育課程を編成する意図の中に
は、学校や教師の参考にしたいという善意というべき
中身が含まれている。だが基準化されると、必ずしも
善意で満たされるわけではなくなる。内容上の具体化
が、他の教材や授業方法の採用を拒否するように作用
することになる。
　このように見てくれば、地方教育委員会の編成する
教育課程は、基本的には学習指導要領の方向に追従し、
追従しながら具体化し、具体化された内容と方法の実
施を求める形で統制するものとなっている。その具体
化は、時に過剰適応を伴うこともあり、それが学校の
教育課程編成の自主性を奪うことになることがある。
　こうした現実に対して、学習指導要領及び地域教育
課程を本来の初志である参考に戻すためには、参考と
表示するだけではない新たなシステムが必要となって
いると言えよう。

5 　学校の教育課程づくりへ

　それぞれの学校が教育課程をつくるのではなく、類
似した理由と対策が持ち出されて、結果として教科書
通りの教育課程となる構造を学習指導要領の変遷と地
域の教育課程の事例を通して見てきた。それは、確か
に、一定の水準の教育を確保したとも言えるが、画一
的な教育を生み出し、結果として教育実践のリアリ
ティを見失わせることにもなってきた。その見地に立
てば、学校が教育課程を編成していかない限り、子ど
もに必要な教育は保障できていないことになる。単に、
書類として保管されるような置物としての教育課程で
はなくて、学校教師がつくり出す教育課程が本当は求
められている。以下、今回の議論から見えてくる編成
の視点や研究の課題を提示して稿を閉じたい。
　まず、教育課程編成の内容的観点を本当に追求する
ことである。すなわち、学習指導要領や地域の教育課
程でキーワードにされ続けながら、本格的に追求され
ることが少なくなっている「地域」と「子ども」研究
を各レベルで始めることである。

1 ）地域の研究
　地域の課題を探り、これに応える教育課程を考える
試みは副読本づくりなど様々な個人や単位によって各
地で本当は続けられている。だが、教育委員会単位と
なっていることが多い。学校の側からの地域研究とす
ることが課題である。各地域の教育委員会等が、当該
地域全体を見渡して課題を抽出する場合、各学校にそ
れを配分するのではなくて、課題の例示や地域研究の
手法を参照してもらう方向の取り組みにする必要があ
る。
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2 ）子どもの研究
　学力テストのようなデータに依拠してマスとして子
どもをつかむことが流行となっている。しかし数字で
は子どもをつかむことは困難だ。少なくとも、教育の
対象としてつかむことは困難だ。数字ではなくて、子
どもの生活の課題から教育課題を設定し、教育課程を
創りだしていくことが求められている。全国学テの平
均より＋ 2 点とか＋ 1 点を目標として設定する学校が
かなりある。しかし、それでは数値だけが課題化され
て、教科内容に関する子どもの認識状態そのものはつ
かめない。
　マスとしてつかむ作業が肥大すると、結果的に子ど
ものつかみ方が抽象化するとともに、授業時間の増な
ど量的対策が中心となるといった現実が生まれやすく
なる。子どものリアルな現実から教育課題を設定し、
その課題への各教師・各教科の取り組みを構想するこ
とこそ今求められている。

3 ）教師参加の教育課程づくりへ
　文科省・各教育委員会を通じて各教育課題に関する
情報は、重層的に各学校に届けられる。公式ルートば
かりではないシステムができあがっている。その情報
が何度も同じ言葉遣いのなかで使われると、個々の実
践の独自性・特異性がかき消されていく。どんな実践
でも現在のキーワードに結びつけられて終わる。これ
を超えるには、多様な実践を保証しつつ実践で検証す
る見地を貫くことである。例えば、犬山市教委は共同

（協同）の学びを方針としていたが、習熟度別授業を
容認し、実践の事実を検討するように求めていた（15）。
このやり方に学ぶ必要がある。

4 ）教科内容・教材研究へ
　今日の教科内容・教材研究のある種の特質は、抽象
化された言葉としての教科内容の習得に向けて、平均
的授業の遂行を目指している。しかし、それでは教師
も子どもも象徴的な内容のない認識における貧困状態
におかれてしまう。これを抜け出すには具体的教材の
事実を追求する授業に変えること、それが可能な教育
課程とすることが求められているのである。カリキュ
ラム研究者の役割は、はやり言葉のエピゴーネンとし
てではなく専門的知見から開発に参加することであ
る。

　最後に、本稿で追求できなかった課題のうちで必須
な課題を挙げておきたい。
　一つは、学習指導要領と地域教育課程による二重の
統制を個々の学校がどのように受けたのかをそれぞれ
の時期において教師の証言において明らかにすること
である。同一の学校の時間の経過において明らかにす
ることができなかった。

　二つは、大綱に関わる研究はあまりないのだが、各
地で試みたカリキュラムの項目の作り方の比較、教科
の研究団体が試論的に作成した教育課程の項目比較な
どをすると大綱の枠組みを考える参考になると考えら
れるがこれも触れることさえできなかった。
　それぞれを今後の課題として記しておきたい。
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